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米国のトランプ政権の誕生を受け，欧州でも右
翼的なポピュリズムが勢いを増している。１月には
ドイツのコブレンツで欧州の主要なポピュリスト政
党の党首が一同に会し，時流の変化を世に印象
付けた。一口にポピュリスト政党といっても，加盟
国毎に主義・主張は異なる。それでも共通してい
るのは，反グローバリズムと反エスタブリッシュメ
ントの２点であろう。これらはともにブラッセルの
政策に対する反発という形でも示されており，EU
はガバナンス上の危機に直面している。こうした
中，銀行同盟の完成といった真の経済通貨同盟
の実現に向けた重要なプロジェクトが停滞を余儀
なくされている。しかし，EUの弱体化は，域内
のマクロインバランスの拡大や金融シス
テムへの不安を通じて，欧州のリス
クをむしろ増幅させるものである。

反グローバリズムは，経済
が停滞している局面で盛り上
がり，景気が上向くと鎮静化
するというサイクルをこれまで
繰り返してきた。しかし，今回
は，EUの経済が概ね回復しつつ
ある中でのポピュリズムの台頭，という
点が重要である。強いて言えば，人々は格差の
是正を最も強く求めているのだろう。この根底に
は，グローバルな競争に勝ち残って巨万の財を築
いたビジネスエリートへの反感（富の分配への要
求）もあるが，「ブラッセル官僚は EU 市民の利
益を守っていない」という不信があるように感じ
る。その意味で，反グローバリズムと反エスタブ
リッシュメントのうち，EU自ら解決することがよ
り難しい問題は後者，ということになろう。

EU では，選挙を経ていないテクノクラートが
長期的・中立的な観点からグランドデザインを練
り，その上で細かなルールも起草してきた。これ
は欧州特有の貴族的規範であるnoblesse oblige
に依拠した仕組みである。しかし，ブラッセル官

僚達の描く展望はときに理想に傾斜し，現実の
社会において「忘れ去られた人 」々を生み出して
きた。欧州議会の権限が今尚限られていることと
相まって，民主主義の赤字と言われるガバナンス
への批判は常に存在する。それにもかかわらず，
欧州委員会は，真に必要な政策は近視眼的な
人々に批判されても推し進める必要があり，人々
の批判を甘受することは自らに課せられた義務で
ある，と考えているかのように超然としている。

欧州委員会では，Brexit にかかる英国の国民
投票で明らかになった EUの求心力低下を踏ま
え，委員の再就職を制限する内部規律（code of 
conduct）の強化や，若者の域内留学・旅行に対

する補助等，目に見える具体的な方策を
矢継ぎ早に打ち出している。こうし

た対応は確かに重要ではあるも
のの，必ずしも今日の問題に対
する本質的な解決ではない。
求められるのは，欧州委員会自
らが EUという仕組みの有用性

について国民に訴えかける姿勢の
強化であろう。欧州委員会は新たな

ルールを提案する際，詳細な説明資料も
公表している。これらはQ&Aや定量的影響度予
測といった有益な情報を含むものが多く，日本の
行政機関にとっても大いに学ぶべき点がある。

しかし，それでもEUのように巨大で複雑な共
同体では，市民に対する分かり易さと届き易さを
更に追求するべきである。正しいことをしている
のだから，理解されなくてもよいとばかりに欧州
委員会が説明責任をなおざりにしては，彼らの権
限の正当性（legitimacy）は保たれず，EU に対
する市民の信認が回復することもないだろう。EU
離脱を求める英国市民の本気を過小評価してい
た事実は真摯に受け止められなければならない。

EUのガバナンスのあり方を考えるとき，筆者
の頭に浮かぶのは，ナシオン（国民）主権とプー
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プル（人民）主権の相克という憲法学上の論点
である。行き過ぎたナシオン主権は，啓蒙的な
愚民政治に繋がる危険を孕むとともに，統治する
側の選民思想を刺激する惧れがある。一方で，
Brexit やイタリアの首相退陣を招いた国民投票と
その乱用は，プープル主権の典型的な発現といえ
よう。どちらかの思想が普遍的に優れているとい
うものではなく，状況に応じて，両者の間で適切
にバランスをとることが重要である。

EU は，欧州で二度と戦争を起こさない，とい
うモネやシューマンの決意を礎にしている。この
一点において，単に対外的なバーゲニングパワー
を高めることを企図したような共同体とは明確な
一線を画す。今日のEUは欧州の安定と繁栄に欠
くことのできない仕組みにまで発展している。

欧州石炭鉄鋼共同体の発足以降 65 年の歴史
の中で，これまでもEU は求心力の危機を度々経
験してきた。例えば，1965 年にドゴールが閣僚
理事会からフランス代表を引き揚げ，欧州経済共
同体が機能不全に陥った「ルクセンブルク危機」
の頃には，域内で極めて深刻な分裂が起きてい
た。その後も，1971年の西ドイツによる変動相
場制への逆行（第一次通貨統合計画の挫折）な
ど，様 な々試練が生じたが，その都度，EU は持
ち前の政治的寛容によって問題を克服し，制度的
な基盤を強化してきた。

現下の危機は，加盟国間の対立のみならず，
各国におけるポピュリズムとの闘いという側面が
政治問題化している点で，これまでと多少構図が
異なる。それでも，EU はやがて解決策を見出し，
確実な統合深化に向けて再び歩み始めるのでは
ないだろうか。

EU は，関税同盟や通貨統合のような経済関
係から結び付きを強めてきた。その根底には，
財政同盟まで進めば，一国における軍事費の増
加に実効的なかたちで歯止めをかけることができ
る，という理念がある。しかし，中央集権化の

プロセスは加盟国の主権を弱めていくものである
ため，政治的には受け入れられ難い。したがっ
て，落選の不安から独立したテクノクラートが実
質的な推進役を担ってきた。このような現実的な
方法論こそが，欧州連合という壮大な計画を実
現できた最大の秘訣であろう。EU は長い戦争の
歴史の末に辿り着いた人類の叡智の結晶である。
今回の危機によりガバナンスの仕組みを見直すこ
とがあるとしても，この根幹だけは変わらずに残
ると期待したい。

米国が世界の安全保障から手を引こうとしてい
る中，欧州の国々でも防衛費の増加を正当化す
る雰囲気が強まっている。軍事産業の成長は景
気を刺激するため，国政選挙を控えた加盟国で
は，政治家も特に前のめりになり易い。一方で，
軍事力の強化は，他国の猜疑心を増幅させ，軍
拡競争のように不安定な国際情勢を惹起しかね
ない。大事になる前に，誰かが冷静になって，そ
うした負の連鎖を止めなければならない。EU 設
立の本来の趣旨に立ち返ることができれば，欧
州がそうした役割を果たすことは十分に可能であ
る。トランプ政権の偏狭で浅薄な米国第一主義
は，EUの存在意義が薄れていないことを欧州の
人々に認識させるきっかけになるかもしれない。

このような状況の下，EU は，基本的な価値観
を共有するパートナーとして，日本を重視してい
る。これは貿易，投資等の経済的結び付きを強
化するということにとどまらない。G7や G20と
いった国際秩序の枠組みを機能させ続ける上で，
日本とEUが協調しつつ，より主導的な役割を果
たしていくことが望まれている。今こそ日本と欧
州が相互理解を深め，力を合わせるべき時であ
ろう。
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